様式第１号（第２条関係）

年　　月　　日

固定資産税課税免除申請書

木曽岬町長　殿

申　　請　　者
住所又は所在地
氏名 又は 名称　　　　　　　　　　　　　　
電　話　番　号

　固定資産税の課税免除を受けたいので、木曽岬町地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除に関する条例第３条の規定により、下記のとおり申請します。

記

	名　称
	

	所在地
	

	業　種
	

	生産する主要商品
	

	新設・増設の区分
	新　設　　・　　増　設

	操業開始日
	年　　月　　日

	事業期間
	自　　　年　　月　　日　～　至　　　年　　月　　日




課税免除を受けようとする家屋若しくは償却資産又はこれらの敷地である土地の内訳

Ａ　家屋

	所　在
	家屋番号
	種　類
用　途
	構　造
	床面積(ア)
	取  得
年月日
	減価償
却開始
年月日
	取得価格
	(ア)のうち対象施設の用に供する部分の面積
	耐　用
年　数
	備　考

	大 字
	地番
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	㎡
	
	
	円
	㎡
	年
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	



Ｂ　償却資産（構築物に限る。）

	名　称
	取得年月日
	減価償却開始年月日
	取得価格
	耐用年数表番号
及び耐用年数
	備　考

	
	
	
	円
	番号　　　　　　　年
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


· 全ての償却資産を記載できない場合は、別紙に記載すること。

Ｃ　土地

	所　在
	地目
	地積（イ）
	取得年月日
(契約年月日)
	取得価格
	家屋又は構築物の建設着手年月日
	(イ)のうち課税免除の対象となる面積
	備　考

	大字
	地番
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	㎡

	
	円

	
	㎡

	

	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	



添付書類
　(1)　家屋平面図及び償却資産配置図
　(2)　所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２条第１項第３７号又は法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第３１号に規定する確定申告書の写し（法人にあっては、確定申告後に速やかに提出すること。）
　(3)　地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成１９年法律第４０号）第１４条第２項に規定する承認地域経済牽引事業計画
　(4)　事業所の経歴及び事業の内容を示す書類（会社の履歴書、パンフレット等）
　(5)　その他町長が必要と認める書類


